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要旨
　市立米沢女子短期大学（現：山形県立米沢女子短期大学）開学以来の附属研究機関である
生活文化研究所においては、創成期の 1955 年から 1965 年までの 10 年間、機関月刊誌『生
活文化』が刊行されていた。『生活文化』は、被服、食物、農村民俗等の教員を中心として、
生活改善を担う市井の人々や指導的立場にある女性に向けて学問的対話の場を提供する目的
で刊行された。執筆者は本学教員のみならず、短大生によるサークル（生活研究サークル）、
自治体関係者、高校教員、家政クラブに属する高校生などであり、各所の協力に得て、積極
的な意見交換に努めたことがうかがえる。この時期は高等教育機関としての役割発信が念頭
に置かれているため地域の社会課題への言及も多い。そこでは、教育を通じた学生の知的成
長が最も重視され、知的経験を積み重ねた学生たちが社会に出てから各々活躍することが地
域研究のねらいであったと総括できる。
キーワード：地域貢献　ジェンダー　探索的研究　生活改善運動
1.　はじめに
　本稿は、山形県立米沢女子短期大学の付属研究機関である生活文化研究所の機関誌『生活
文化』（1955 － 1965 年）にみる置賜研究の視座分析を通じて、地域研究の問題関心と社
会課題への接近がいかなるものであるかを整理することを目的とする。まず 2 節では、本
学および附属機関の機関誌および学術誌の整理を通じて、機関誌『生活文化』の特徴を整理
する。次に 3 節では、機関誌『生活文化』の主な置賜研究に注目し、編集の意図を考察する。
本稿における置賜研究とは便宜的に置賜地方の事象を対象とする研究を指す。当該地方の事
象を研究対象としなくとも地域課題に取り組む研究は地域研究といいうるし、当該地方の事
象を直接の研究対象とする研究のみを地域研究とみなすことには慎重であるべきであること
を断っておきたい。以上の整理をふまえて、4 節では、社会課題への学際的接近における論
点の設定と学問的役割はいかにあるべきかを考察する。
　なお、本稿が分析対象とするのは、『生活文化』第 1 号から通算第 124 号までのうち、第
65 号を除く計 123 号分 1 である。
1　『生活文化』の巻数は 121 号とも 122 号とも言われてきたが、123 号ある。第 70 号と第 71 号はそれぞ
れ 2 回発行され、くわえて 1961 年発行臨時増刊号はカウントされていないからである。よって通算 123 号
が発行されているものと換算した。なお、第 46 号は 2 回発行されているが、第 47 号が欠番である。また、
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2.　生活文化研究所機関誌『生活文化』の特徴
　開学以来、米沢女子短期
大学は地域社会振興のため
に学問的成果を積極的に発
信してきた。図 1 に示した
機関誌等から、こうした成
果の一端を把握することが
できる。
　生活文化研究所機関誌『生
活文化』（以下、『生活文化』
と表記）は 1954 年に第 1
号が創刊された、附属機関・
生活文化研究所の機関月刊誌である 2。短大の市から県への移管を契機に大学紀要が発行され
ることとなり、1965 年に第 124 号を数えて廃刊した 3。その後、発刊した『山形県立米沢女
子短期大学紀要』は紀要論文集であり、1966 年に第 1 号が発行され、2018 年 3 月時点で
53 号を数える。
　『山形県立米沢女子短期大学附属　生活文化研究所報告』は、県に短期大学が移管して以
降の附属研究所の成果をまとめたもので、1975 年に第 1 号が発行され、2018 年 3 月時点
で 45 号を数える。
　なお、米沢栄養大学の開学に合わせて『山形県立米沢栄養大学紀要』、附属機関である地
域連携・研究推進センターが『地域連携・研究推進センター活動報告書』を発行している。
このほか 1979 年に設立された東北生活文化学会による論文集『東北文化研究論文集』など、
米沢女子短期大学を事務局とする出版物発行もある。
　『生活文化』は、生活改善を担う市井の人々や指導的立場にある人に向けて研究成果をい
ち早く紹介する目的で刊行された。そのため、他の刊行物には見られない構成上の特徴がみ
られる。それは、平易な表現と図を多く取り入れたスタイルを採用し、本学教員に限らない
執筆者から構成された点である。
　詳細は次節に譲るが、学生および学生サークル（生活研究クラブ）が執筆する記事のほか、
米澤新聞社、置賜地区保健所など管内の関係各所からの寄稿や読者からの投稿も広く掲載し
ている。学校祭における研究成果発表について例年特集が組まれ、学生実習や調査実習成果
の報告書としての役割も担うなど、学校生活と密着した内容構成だった。
　以上、3 誌の比較および創刊の目的から、『生活文化』には以下 4 点の特徴が見出せる。
　第 1 に、『生活文化』は米沢女子短期大学創設間もない 1955 年に刊行された、もっとも
初期の成果刊行物であるという点。第 2 に、成果発信媒体であると同時に読者との通信に
力点を置いていた点。第 3 に、学問的専門家ではなく市井の人々や指導的立場にある地域
の女性を読者として想定していた点。そして第 4 に、地域社会の問題に対する言及、とり
わけ置賜地域の生活文化を対象としたという意味での置賜研究が多いことである。
65 号（1960 年 5 月号）については本学図書館および倉庫に所蔵がなく、国立国会図書館でも保存されてい
ないことが今回の調査で確認された。
2　附属生活文化研究所設立の経緯と当初の活動については、『山形県立米沢女子短期大学 30 年誌』（1982 年）
83-86 頁に整理されている。
3　同名・同サイズの研究報告書『生活文化』第 1 集が存在するが、『山形県立米沢女子短期大学創立 50 周
年記念誌』によると、機関誌『生活文化』とは別の媒体である。
図 1　米沢女子短期大学および附属機関の研究成果刊行物
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3.　機関誌『生活文化』にみる社会課題への接近
3.1　生活文化とは何か
　前節で確認したように、『生活文化』は置賜研究にきわめて高い関心を注いだが、所属機
関名にも機関誌名にも登場する生活文化とは何を指すのか。初めての連続講座タイトルもま
た「生活文化とは何か」であったし、機関誌名も 1957 年 1 月から 3 月まで『生活』へと
変更し、その後、再び『生活文化』へ戻っている。このことからも、生活文化という用語は、
組織にとって重要な意味をもっていたようである。
　改めて一連の議論を確認したい。議論の焦点は、生活文化研究所の所長・伊藤政次は、「生
活文化とは何か」と題した考察文のなかで、「習俗、伝承、俚謡、信仰、行事等を含め、政
治、経済、産業の部面に亘る広範な領域を生活文化と呼んで機関誌の対象にしたい」と宣言
している（伊藤 1955）。したがって、生活文化の定義や対象はここでの議論の対象ではなく、
生活文化に対してどのような立場をとるのかという点こそ議論の対象であった。
　「生活文化」という用語をめぐり、『生活文化』誌にはふたつの見方が見いだされる。
第 1 の見方は、日々の生活に積み重ねられてきた慣習の意味を改めて発見することによって、
今日的課題への打開策を見出そうという見方である。米沢女子短期大学・学長の千喜良英之
助（当時）は、創刊に寄せて次のように述べる。
文化というと何か近代科学を応用したすばらしいものを考えがちである。風
呂場をタイル張りにしたり、電気洗濯機を備えたり、蛍光燈をつけたりする
ことを文化と考える。成程それも文化に相違ない。しかしそういうものだけ
が文化なら日本はいつまでたってもアメリカに追いつくことは出来まい。日
本が世界にほこるに足る文化を持つということは物質的な豊かさを意味する
よりも、とぼしい物質の中にでも其処に盛られた知性洗練された感情の豊か
さを意味するというのが真当であると思う。……高級レストランでたまに御
馳走を食べることが文化ではない。家庭の日々の家族そろっての食事が、栄
養的にも合理的に見た目にも美しく、心を込めて調えられていることである。
我々が文化人になるというのは、そういうことが確かに出来る人間になるこ
とである。我々は我々の身近な周囲を見直してみよう。そして考えてみよう。
（千喜良 1955(1) : 2）
千喜良の宣言は、欧米に倣うことだけが文化ではない述べたうえで、身近な生活を見直そう
と呼び掛けている。
　また、1960 年 1 月号の編集後記には、執筆者が明示されていないが、創刊 5 周年への感
謝を伝えるとともに次のような記述もある。
生活文化という言葉が、何かかたくるしい深遠な意味をもっているとは思え
ません。／自分達の環境をみつめ、精神的にも物質的にもできるだけ悔の少
い生活をしてゆこうと心がける私達。どんなに便利な器具そのほかの商品が
マスコミ等の大ぎような宣伝のもとにあらわれても、つねに私達人間が中心
になって、自分を失わずに、よりよい人間関係のもとに自分らしく生活して
ゆこうとする私達。経験をつんでいるが故に、又若いが故に、科学的に物事
を眺めることができる、そういう能力を持っているに違いない私達。そんな
私たちが自然に生み出して築いてゆく文化、それが生活文化というものでは
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ないでしょうか（編集後記 1960(1) : 20）
ここでは、マスコミが提唱する「かたくるしい深遠な」ものとしての生活文化と、私たちが
自然に生み出し、築く生活文化とが対比されている。上記の引用からは、遠くどこかにあ
るかもしれない文化の模倣が生活文化の向上ではないという考えをうかがい知ることができ
る。
　第 2 の見方は、生活の現状に解決すべき課題が多く見出されることから、より良い暮ら
しを送ることができるよう改善策を含む情報提供することが機関誌としての役割であるとい
う見方である。
　この「生活」観は、戦後の生活改良普及制度が指すところの「生活」観から大きな影響
を受けているのではないか。生活改良普及制度とは、第二次世界大戦後の農村改革として
1949 年から実施された行政制度である。20 代から 30 代の相対的に高学歴の女性を生活改
良普及員として登用したことや、農業基本法施行後は集落の生活環境整備や農業者の健康対
策などを具体策として農山漁村の近代化・民主化に取組んだこと、農村女性の地位向上に大
きく貢献したことなどが知られている（市田 2001）。この時期創刊された『生活文化』誌
においても、「かまど改善」や「新・生活運動」を旗印とする暮らしの近代化・西洋化が紙
面にしばしば登場している。
　生活改良普及制度および普及員については女性史や農村社会研究の文脈から研究が蓄積さ
れている。東北六県および新潟県における生活改良普及事業の動態および成果は、知野愛や
中間由紀子などがそれぞれ進めている調査結果から把握できるが、管見の限りでは、農林省
方針が青森県および岩手県においてどのように波及したか（中間・内田 2015; 内田・中間 
2015）、福島県における住環境改善の動向（知野 2010, 2011）、宮城県における食生活改
善の動向（太田・平本 2003）の事例が把握されている。
　とくに、江田忠はこの見方から調査を実施したとみえ、連続記事「旧い暦の生活』」（1957
－ 1958 年）、「生活と因習」（1957 － 1958 年）、「因習」（1963 年）、「農村婦人の生活意
識の変容と停滞」（1964 年）においてこのような立場から議論を展開している。
　たとえば、突然死した母とその嬰児を慣例に倣って別々に埋葬しようとしたところ警察か
ら死体損壊の容疑をかけられたという事案は、古い慣習が現代的な生活にそぐわなくなって
いることを端的に示す例として持ち出される。鶏を飼うことが禁じられているある村では栄
養状態が著しく悪いことから、このような慣習は無くすべきであるとも主張されている。
　ただし、すべての慣習や年長世代の考えを変えるべきであるとは述べられていないこと
には注意が必要だろう。吉田義信は、戦時中に普及した国民服・標準服がいかに機能的で
あったかを考察したうえで、改めて普及してもよいのではないかと提言している（吉田 
1956(7): 13）。また、吉田による「生活文化とは何か」と題した連載記事では、普及してい
る大衆文化の低俗であることや販売戦略の高度化を解決すべき課題として挙げている。
　以上の生活文化に対する 2 つの見方を対比的に整理するならば以下のようになるだろう。
第 1 の見方は、足元の生活のなかに価値を再発見しようとする意図を強くもっている。第 2
の見方においては現状批判の意図が色濃く反映されている。これらふたつの見方は二者択一
すべきものではなく、むしろ、機関誌『生活文化』に一貫して反映されている生活観である。
すなわち、外国や都市部に象徴されるどこかの誰かの提唱する価値観を借りるでもなく、か
といってこれまで行われてきた伝統を無批判に継承するでもない、第 3 の立場をとるべき
であるという考えが強調されている。
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3.2　1950 年代後半の女子大学論争にみる独自の立場
　このような立場をよくあらわしているのは、女性の高等教育に対する議論に対する特集記
事である。1959 年 3 月発行の第 51 号では「女子大学有用論」と題する特集が組まれている。
この特集は、中央論壇における東京都心部に立地する女子大学に対する批判に呼応したもの
だった。
　1955 年当時、女性の大学等進学率は全国平均 5.5％、山形県 4.7％であった。名指して
言及されているのは、『週刊朝日』（1959 年 2 月 8 日号）、『婦人公論』（1959 年 3 月号）、
『朝日新聞』（1959 年 3 月 27 日付）の記事だが、それによれば女子大学に対する批判はお
およそ以下 2 つの主張から構成されている。すなわち第 1 に、女性に高等教育は不要であ
るという主張。第 2 に、高等教育は男女共学で行われるべきで、片方の性別の学生のみが
所属できる学校制度に積極的意義はないという主張である。第 1 の主張には、女性は学問
への適性よりもほかの分野への適性があるのではないかという主張が結びついている。第 2
の主張には、当時の女子大学に多かった文系学部の教育内容は職業に就くうえで役に立たな
いことが根拠として持ち出され、現状では女子学生の入学に備えて設備等が不十分であるう
えに多くの大学において混乱が生じていることが根拠として挙げられている。いずれの主張
も、現状の女子大学の教育環境もしくは大学における女子学生に対する教育が十分な水準に
達していないという主張に結びついていた。
　これに対して、寄稿した米沢女子短期大学の教員たちは、女子大学は不要もしくは役に立
たないという立場には与しないこと、そして女性にも男性にも高等教育の機会拡充が必要で
あることを強調する。しかも、いわゆる男女同権の立場を取らず、社会には男性には男性の、
女性には女性の役割があり、それをまっとうに果たすべく女性に対する有用な教育がありう
ると述べている。
　また、地方短期大学としての米沢女子短期大学の積極的意義として、異性の目を気にしな
いで勉学に打ち込めるという意味ですぐれた教育環境が整っていることを強調する点も共通
して挙げている。この点は、男女別学が基本であったこの時期以前の社会状況を反映してい
るといえるだろう。都市部の女子大学の存在意義と米沢女子短期大学の存在意義との間に共
通性を見出しつつも、同一であるとは主張していない点も興味深い。
　ただし、女性のよう特性を生かした教育とは実際に、いかなるものかという点については
教員の間で意見が異なることも特筆すべきだろう。同誌面において、徳永幾久子は自身の学
生としての教育経験も女性として自覚と価値を探求する得難い経験であったし今後も女子大
学独自の家政学を体系化したいと述べている。他方、高垣順子は、学問分野によって男女の
構成に違いがあることは実感しつつも、女性の特性を生かした教育とは何なのか「よくわか
らない。ピンと来ない」と述べている。
　そもそも女子大学に対する一連の議論は米沢女子短期大学を念頭に展開されたものでもな
ければ、地方大学に対するなされたものではなかった。にもかかわらず、女子大学であるこ
との積極的意義を示すことが米沢女子短期大学の役割を示すことに直結するという明確な意
図と熱意がうかがえる。ここに、現行の教育環境を改善しつつも都市部の女子大学とは異な
る役割を担いたいという立場がよく表れている。
3.3　生活文化論の延長上に捉えた社会課題とは何か
　さて、『生活文化』における置賜研究では、どのような社会課題が見出されたのだろうか。
表 1 に特集テーマのタイトルを整理した。特集テーマは不定期に企画されたもので、テー
マによっては短大生および学生サークル（生活研究クラブ）が執筆する記事のほか、高校生
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（家政クラブ等）、高校教諭、米澤新聞社記者、置賜地区保健所職員、市観光課職員、県農業
試験場職員など管内の関係各所からの寄稿も多い。季節感のある随筆が特集テーマになるこ
ともあるが、社会課題や問題提起を明確に意図した特集も多い。たとえば、新生活運動や実
態調査を基にした特集号では、現状の課題分析に多くのページが割かれている。
　特集記事と比べ、教員の学問的専門性に依拠した執筆が多いは連続記事である。表 2 に
連続記事のタイトルと執筆者を整理した。たとえば、地理学を専門とする吉田義信は、「生
活地理学」と題して生活上の慣習と地勢的な特質の連関について説明している。なお、吉田
は本誌発行中の 1956 年には、『置賜民衆生活史』を刊行している（吉田 1956［復刻原本
1973］）。民俗学や社会学を専門とする江田忠は、戦後は社会教育研究を進めた。機関誌に
おいては郡部における習慣や社会集団について調査し、成果を公表している。慣習および因
習調査および考察（連続記事「生活と慣習」、「生活と因習」、因習」）や、川西町玉庭地区に
おける食生活調査、大宮講の構造と機能調査（連続記事「『大宮講の研究』に関する覚書」）
に彼の考えや視点が端的に示されている。単著としては 1959 年に『若妻学級』（医歯薬出
版株式会社）を刊行した。
3.4　いかにして社会課題に接近するか
　開学 50 周年にあたって、『生活文化』発行時の機運の高まりは、貧困からの脱出をめざ
す社会全般の風潮と呼応していたと回顧されている（米沢女子短期大学創立 50 周年記念事
業実行委員会記念誌発行部会 2002, 95）。しかし、研究者や学生たちがとらえた周辺地域の
諸問題は、狭義の貧困問題にとどまらない。特集テーマおよび連載記事を俯瞰すると置賜地
方における栄養観念の欠如による食生活の貧しさ、嫁姑問題、女性の就労などがある。これ
らの課題は置賜地方における課題であると同時に、日本農村の一般的課題でもあった。
　機関誌において強調されているのは、実生活に課題を見つけ、改善に役に立つ知識や考え
方こそ修めるべき学問であるということである。とくに吉田義信は、教育の重要性を表現す
る際に「実学」という用語を度々用いて米沢女子短期大学における学問の重要性を説いてい
る。その意味するところは日々の生活に反映できる知識を身に着け、そのために学問へ向か
う姿勢を指す。学生の成長を通じて社会課題に対して取り組むべきであるという主張を読み
取ることができる。
　このような立場は当時農村地域に向けられていた政策的な「まなざし」とも相性がよい。
すなわち女性の地位を向上することが家の生活、ひいては農村の民主化に貢献するという生
活改良普及事業の考えである。相対的に発言力が弱い女性、とくに姑よりも発言権の弱い嫁
に対して積極的に教育機会を提供することによって、社会変動を促したいというもくろみが、
陰に陽に反映されている。機関誌の形態も、当時都市部に多く結成されていた女性による読
書グループ等での活用を見越したものだったと推察される。この時期の議論においては農村
の課題を改善するために、農村部出身および今後農村部に嫁ぐかもしれない若い女性にたい
する教育が特別に有効であると主張が展開されている。
4.　まとめ
　以上を踏まえ、生活文化研究所の機関誌『生活文化』にみる置賜研究の視座分析を通じて、
地域研究の問題関心と社会課題への接近がいかなるものであったかを考察する。
　機関誌『生活文化』は、米沢女子短期大学創設間もない 1955 年に刊行された成果刊行物
であり、置賜在住の読者との学問的交流をめざした特徴がある。そのため、置賜研究がとく
に盛んに実施されたと解釈できる。いうなれば、短期大学設立の意義を広く広報する目的も
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持っていた。
　特集したテーマは多岐にわたるが、特徴的なものを取り上げれば女性に対する高等教育の
必要性、「保守的」気質に起因する生活上の問題の提起、都市生活とは異なる生活規範の必
要性などがある。こうした置賜研究に対する問題意識は、いずれも個人の成立とイエの変革
を射程としている。今日的にイメージされる、学生と住民の交流や企業・自治体行政との研
究上の連携といった視点は弱い。
　しかし、このような社会課題への接近の立場は、2000 年代に入って概念化されるところ
の公共社会学（public sociology）の立場に非常に近しいことを記しておきたい。提唱者のM.ブ
ラヴォイによれば、公共社会学とは研究者に限らない人々に向けて、自省するための知識と
して研究成果の発信を重視する立場である。2000 年代にアメリカにおいて公共社会学の議
論に代表されるような学問の方向性に関する議論が盛り上がりを見せたのは、大衆向けに研
究成果を発信することの重要性を軽んじる傾向があったことへの反省と、制度・政策科学に
対して影響を持ちうるようになったからこそ適切な距離をとるべきでないかという反省に基
づいている。上記の『生活文化』誌における議論からは制度・政策への批判的視座がどのく
らい含まれていたかを読み取ることはできないが、学問と地域社会の関係について重要な論
点を先取りしていたことは間違いないだろう。生活文化研究所は設立以来、研究者に限らな
い人々に向けた研究成果の発信のみならず、学問的専門性を備え実生活の課題を探求する学
生の育成をめざしてきたといえる。
　最後に、本研究に残された課題を挙げる。
　第 1 に、地域研究における女子高等教育機関としての役割はその後どのように変化した
だろうか。たとえば置賜研究機関誌『生活文化』において展開された女子高等教育に関す
る当時の議論は示唆に富むが、そのまま今日の高等教育の在り方をめぐる議論に当てはめる
ことはできない。この時期の議論は高等教育の必要性と課題に焦点があったが、次第に短期
大学であることの積極的意義の有無が論点として立ち現れてくる。卒業生の進路推移（布施 
2016）や大学の大衆化からも、この種の議論における論点の推移を把握することができる
だろう。性別役割分業規範に対する第二派フェミニズムの議論も重要な論点を提出したに違
いない。こうした高等教育を取り巻く社会状況の変化が議論をどのように深めたのかを米沢
女子短期大学の文脈において明らかにする必要がある。
　第 2 に、地域研究を含めた教育カリキュラムにおいて地域研究とはいかなる役割を担い
うるのか。著者の関心からすれば、社会学および社会調査の研究と教育はどのような役割を
担いうるのか。専門性の探究と教育はどのように位置づけられていたのだろうか。この点に
ついては、別途刊行されている『山形県置賜地方の生活文化調査研究報告』や、江田忠によ
る調査実習記録を参考に考察を深めたい。
5.　参考文献
伊藤政次、1955、「生活文化とは何か」『生活文化』1: 2。
市田（岩田）知子、1995、「生活改良普及事業の理念と展開」『農業総合研究』49 (2): 
1-63。
 ―、2001、「戦後改革期と農村女性―山口県における生活改良普及事業の展開を手懸
かりに」『村落社会研究』8(1):24-35。
内田和義・中間由紀子、2015、「昭和 20 年代における生活改良普及事業と地方自治体―農
林省の方針に対する岩手県の対応を中心に」『農業経済研究』87(2): 115-28.
太田たか子・平本福子、2003、「宮城県の栄養・食生活改善活動の歴史と今後の課題」『生
10中川111-120.indd   117 2019/01/16   0:49
−118−
山形県立米沢女子短期大学紀要　第54号
活環境科学研究所研究報告』36: 31-40。
千喜良英之助、1955、「文化とは」『生活文化』1955(1): 2．
知野愛、2010、「戦後農村の生活改良普及事業の展開と生活改良普及員の歩み―福島県に注
目して」『郡山女子大学紀要』46: 83-94。
 ―、2011、「戦後農村の生活改良普及事業における普及指導員の歩み (2)―福島県内
の重点活動項目と間取り調査内容の検討」『郡山女子大学紀要』47: 47-58。
中間由紀子・内田和義、2015、「戦後東北地方における生活改良普及事業―農林省の基本方
針に対する青森県の対応」『農林業問題研究』51(1): 44-49.
布施賢治、2016、「〈研究ノート〉米沢女子短期大学における校風議論とその形成―1950
年代から 60 年代の『同窓会誌』にみる北海道へのいわゆる「渡道女史」の教員就職
と同窓会北海道支部設立過程を事例として」『山形県立米沢女子短期大学紀要』52: 
29-56。
吉田義信、1956［復刻原本 1973］、『置賜民衆生活史』国書刊行会。
山形県立米沢女子短期大学 30 年誌編集委員会、1982、『山形県立米沢女子短期大学 30 年誌』。
米沢女子短期大学創立 50 周年記念事業実行委員会記念誌発行部会 , 2002, 『山形県立米沢女
子短期大学創立 50 周年記念誌』。
追記
　本研究は、平成 29 年度生活文化研究所共同研究「探索的学習による地域研究手法と論点
の整理―「食と農の地元学」発信に向けて（1）」（中川恵・結城登美雄）、平成 28 年米沢市
学園都市推進協議会研究支援協力金、株式会社つくば研究委託「中山間地域における持続的
生業創設のための基礎研究」の採択を受け実施された。
　3 節の分析は、2017 年度・教養ゼミⅠ（受講生：礒村奈々穂、伊藤実友希、加藤菜々、
高梨美玖、谷川舞、松本遥夏、吉田ひかる）の活動成果を参考にしている。
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